


平成 22年 3月 25日

小田原市水道事業

小田原市長 加 藤 憲 一 様

水道料金改定について (答申)

平成 21年 8月 27日 付け水営第 100号 で、
料金改定について、次のとお り答申します。

当審議会に対し諮問のありました水道

小田原市水道料金審議

会 長  武 松
景 道 田
t庭≧沐+ノ票
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小田原市水道料金審議会では、市長からの諮問を受け、平成２１年８月から計８回に

わたり、審議会を開催いたしました。その中で、基幹水道施設である高田浄水場、中河

原配水池、小峰配水池、飯泉取水ポンプ所を視察し、老朽管の更新、及び施設の耐震化

などの必要性を十分に認識した上で、水道事業の現状、事業計画、財政状況と今後の見

通し、料金のしくみ、改定率などについて慎重に調査、審議を行いました。その上で、

水道事業が市民生活はもちろん、経済活動に与える影響等を十分に考慮した上で、次の

とおり意見が集約されましたので答申いたします。 
 
（１） 料金改定について 

水需要の動向や、施設の状況、水道事業の経営状況から判断すると、水道料金の

値上げは止むを得ない。 
 

（２） 料金改定率について 

料金算定期間を平成２３年から平成２７年までの５年間とし、平均１８％の引

き上げとすることが妥当である。 
 

（３） 料金改定の時期について 

現在の経営状況から判断すると、平成２３年とすることが適切であるが、今後の

水道料金収入の動向や、決算の状況、及び家計や企業を取り巻く経済状況を十分に

見極め、改定時期については適切な判断をすること。 
 

（４） 料金体系について 

家庭用と事業用の料金格差を縮め、超過料金の逓増度を緩やかにし、料金総収入

に占める基本料金収入の割合を上げることが望ましい。ただし、家庭用水の急激な

負担増を回避するため、段階的に対応すること。 
なお、別紙のとおり「水道料金表（案）」を添付する。 
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[答申に至った経緯] 

１．水道事業の現状 

水道事業は、市民が生活をする上で、欠かすことのできないものであるとともに、都

市活動、経済活動を支える最も重要なライフラインであり、常に安心でおいしい水を、

安定的に供給していくという責務がある。 

平成１７年４月に発生した、小峰送水管の破損による断水事故は、５日間に渡って約

７，０００世帯が断水し、多くの市民が不便な生活を送ることになり、あらためて水道

の重要性を認識することとなった。 

水道局では、このような事故を未然に防ぐため、昭和１１年の給水開始時から使用し

ている老朽化した水道管について、創設期配水管耐震化事業として平成１７年から計画

的に更新しているが、それ以外にも更新しなければならない多くの老朽管が残存してい

る。また、築５０年以上が経過し老朽化した配水池や、緊急時の水量確保として容量が

不足する配水池、耐震診断の結果、改修が必要とされた配水池などもあり、その対応も

早急に実施する必要があるため「おだわら水道ビジョン」に基づき、計画的に事業を進

めている。 

しかし、これらの事業には、直接的に収入増加に結びつかないものでありながら、多

額の費用が必要となるが、水道事業は独立採算制で経営されているため、全ての事業費

を水道料金や加入金で賄わなければならない。 

一方、水需要については、単身世帯の増加、核家族化、少子化などのライフスタイル

の変化や、環境問題への意識の高まりを背景とした節水意識の向上や節水型機器の普及

により、家庭用水の需要が減少している。そのため、基本水量内の使用者が年々増加し

ているが、家庭用水の基本料金は、実際のコストより大きく軽減されているため、料金

の減収を大きくする要因となっている。また、長引く経済の低迷から、企業がコストの

削減に努めたことにより、大口需要者の水道から井戸水への転換が相次ぎ、事業用の水

需要は大幅に減少している。 

このような中で、小田原市水道事業が採用している料金体系は、家庭用水の負担を軽

減するために、家庭用水の軽減分を大口需要者が負担する「用途別、逓増型料金体系」

を採用しているため、大口需要者の使用水量が減少すると、料金収入の減少率は、使用

水量の減少率よりも大きくなることになる。 

そのため、１㎥当たり単価の高い料金区分の使用水量が減少し、１㎥当たり単価の低

い料金区分の使用水量が増加したことにより、結果として供給単価（１㎥当たりの平均

販売価格）が給水原価（１㎥当たりの製造原価）を下回る「原価割れ」の状態となって

いる。 

水道事業では、経営の効率化等を図りながら、平成７年の料金改定以来１５年間水道

料金を据え置いて事業を行ってきたが、今後の事業計画と収入の状況を考慮すると、健

全経営が困難な状況となることが見込まれる。持続可能な水道事業を実現するためには、

更新事業を計画どおり実現するための財源の確保と、経営基盤を強化し安定した収入に

よる健全経営が必要となる。 
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２．水道料金改定の妥当性について 

老朽化した配水管の更新や、施設の耐震化事業の費用を「水道料金の値上げ」で確保

しようとすることは、昨今の経済事情や、水道事業が独占事業であることを考えると、

安易に認めることはできない。そこで、審議会では小田原市水道事業の経営努力と、健

全経営が行われているかを慎重に審議し、次のことを確認した。 

・ 水道事業の経費については、業務を民間委託して効率化を図り、また人件費

の削減を進めるなど、コストの削減に努めている。職員数は、ピーク時の昭

和６０年度は１０５名であったが、平成２１年度には６１名まで減らしてい

る。 

・ 水道料金収入については、滞納整理を強化し、水道料金の未収金の回収に努

めた結果、平成２０年度分については、未収金残高は約３７０万円、収納率

は９９．８７％と高い水準になっている。 

・ 水道料金の減収の要因が、市民のライフスタイルの変化や節水型社会への転

換など、社会構造の変化によるものであるため、現時点では水道事業として

特段の対策を取ることが困難である。 

・ 事業にかかる費用を確保するためには、水道料金を改定して値上げするか、

企業債借入額を増やすことになるが、今後の水道料金収入の増加が見込めな

いため、後年度の負担を考えると、企業債借入額を増やすことは適当ではな

い。 

以上のことより総合的に判断すると、料金改定をし、水道料金を値上げすることは、

市民生活へ与える影響を考慮しても止むを得ないと判断する。 

 

３．改定率について 

小田原市水道料金審議会では、審議の結果、財政収支についての以下の３点を、改定

率を決定する算定根拠とした。 

・ 収益的収支で単年度決算が赤字にならないこと。 

・ 内部留保資金は、不慮の事故や災害等が発生した場合に生じる費用約３億円と、

事業収入の有無にかかわらず支出しなければならない企業債の支払利息約４億円、

元金償還金約６億３千万円など、約１５億円程度を留保すること。 

・ 今後は、施設の拡張から維持・管理の時代に移行していくので、事業費の企業債

への依存度を減らしていくために、企業債借入額は元金償還金以内の借入れとす

る。事業計画により年度ごとの借入額は増減するが、料金算定期間中年平均で６

億円以内とする。 

また、水道料金改定の算定期間については、昨今の激変する経済情勢を鑑みると、将
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来の財政見通しには不透明感が大きいため、算定期間を１０年間とせず５年間とする。

改定時期については、老朽管の更新や老朽施設の耐震化事業などが急務であるため、早

急に改定を行うことが望ましい。 

以上のことから、現在の財務状況や、将来の財政推計を基に審議した結果、水道料金

の改定は平成２３年とし、算定期間は平成２３年から平成２７年までの５年間、改定率

は概ね１８％程度の値上げが適当であるとの結論に至った。しかしながら、水道料金の

値上げは市民生活に大きな影響を与えるため、平成２１年度以降の決算状況や、社会経

済状況をしっかりと見極め、改定率については慎重かつ柔軟に判断すること。 

 

４．水道料金体系について 

水道料金体系は、受益者負担の原則に則り、公平な負担を求めるものでなければな

らず、かつ健全な経営ができるように、財政基盤が安定する収入を確保できるもので

なければならない。 

小田原市が採用している水道料金体系は、使用水量が増えると１㎥当たりの単価が

高くなる逓増制となっており、大口需要者が高い水道料金を負担することで、小口需

要者である一般家庭の水道料金を低廉化する役割を担ってきた。 

しかし近年、大口需要者が水道水から井戸水へ切替えているため、１㎥当たり単価

の高い区分の使用水量が減少する一方、家庭用ではライフスタイルの変化などにより、

１㎥当たり単価の低い区分の使用水量が増加している。この結果、水道料金収入のバ

ランスが崩れ、これまで大口需要者が高い水道料金を負担することで、一般家庭の水

道料金を低廉化してきた水道料金体系の仕組みが成り立たなくなっている。 

本来、水道の料金体系は受益者負担の原則から、使用者に公平な費用の負担を求め

る料金体系でなければならず、用途や使用水量によって、料金に格差を設けることは

望ましくない。 

そこで、使用水量が多くなるほど１㎥当たりの単価が高くなる逓増制を緩和するこ

とで、負担の公平化につながることになり、社会環境や経済動向による使用水量の変

動で、料金収入に影響を受けにくい安定した収入が確保できることになる。 

また、経常的に発生する施設維持管理費などの固定費については、使用水量の多少

に関わらず発生する費用であるため、基本料金として使用者に公平に負担してもらう

ことが望ましい。現在は、固定費を基本料金で回収している割合は低く、使用水量の

少ない使用者の負担は少なくなっているが、負担の公平性を考慮すると、将来的には

固定費を基本料金で回収することが望ましく、料金収入に占める基本料金の割合を高

くすることは、安定した収入を確保することにもつながる。 

しかしながら、基本料金については、水道事業費用に占める固定費の割合が非常に

高いため、固定費を基本料金で賄う料金体系へは緩やかに移行していく配慮が求めら

れる。 

以上のことから、料金体系の見直しに当たっては、将来の口径別料金体系の導入も

視野に入れながら、当面は水道料金収入に占める基本料金の割合を段階的に増やし、

水道料金の逓増度を緩和し、家庭用と事業用の料金格差を縮める料金体系へ移行して

いくべきである。
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[要望事項] 

１．老朽管の更新、施設の耐震化について 

断水は、市民生活や企業活動に大きな影響を与えることから、老朽管の更新事業や施

設の耐震化事業についてはなるべく早急に行うこと。 

 

２．料金改定の市民周知について 

水道料金の値上げは、市民生活や企業活動に大きな影響を与えることから、水道料金

の仕組みや財政状況、事業計画などの広報活動を積極的に行い、水道料金の値上げにつ

いて市民の理解が得られるよう十分に説明責任を果たすこと。 

 

３．水道事業運営について 

コスト削減や、経営の効率化などは今後も継続して行い、健全経営にまい進していた

だきたい。水道ビジョンや事業計画などを定期的に見直し、社会経済情勢等を慎重に見

極めながら運営していくこと。また、単に営業収支の実績が黒字か赤字かで評価するこ

とでなく、常に市民の利益となるように事業運営に当たること。 

 

４．料金体系について 

今後は、さらなる負担の公平性などから、口径別料金体系についてもその有効性につ

いて調査していくとともに、収入の安定化が図られる料金体系を研究していくこと。 

 

５．井戸水の使用について 

近年、大口需要者の中で、水道水から井戸水に切り替える事業者が全国的に増えてい

る。今後、このまま地下水の利用が増大すると、水質の悪化や水源の枯渇などにより、

水道事業に影響を与えることが懸念される。そのため、井戸水使用の増加については、

今後の動向を注視していくこと。 

 



用途 段　　　　階

基本料金    20立方メートルまでの分 1,810円

   20立方メートルを超え
   30立方メートルまでの分 100円

   30立方メートルを超え
   40立方メートルまでの分 120円

   40立方メートルを超え
   60立方メートルまでの分 150円

   60立方メートルを超え
  100立方メートルまでの分 180円

  100立方メートルを超える分 190円

基本料金    20立方メートルまでの分 1,905円

   20立方メートルを超え
   30立方メートルまでの分 135円

   30立方メートルを超え
   40立方メートルまでの分 145円

   40立方メートルを超え
   60立方メートルまでの分 160円

   60立方メートルを超え
  100立方メートルまでの分 195円

  100立方メートルを超え
  600立方メートルまでの分 230円

  600立方メートルを超え
2,000立方メートルまでの分 250円

2,000立方メートルを超える分 260円

基本料金   200立方メートルまでの分 4,600円

超過料金
（１立方メートルにつき）

  200立方メートルを超える分 40円

基本料金    20立方メートルまでの分 10,400円

超過料金
（１立方メートルにつき）

   20立方メートルを超える分 430円

基本料金    20立方メートルまでの分 1,810円

超過料金
（１立方メートルにつき）

   20立方メートルを超える分 100円

水道料金表（案）

超過料金
（１立方メートルにつき）

超過料金
（１立方メートルにつき）

家庭用

区　　　　　分

事業用

水　　　　　　量 単価（円）

臨時用

共用栓

浴場用

２か月当たり（税抜）




